










要約:埼玉県内の市町村の乳幼児発達支援事業の実施状況につき検討した。人口約 6500 人

の A村、18500 人の 0町、99400 人の F市、208600 人の S市、454300 人の K市をモデルと

した。人口規模の小さい A村 O町では、出生数がかなり少なく、全体を把握しやすいが、

一方保健婦などが少ないため、保健所の支援あるいは協力をえて、発達支援などの母子保

健事業をおこなっている。人口約 10 万人の F 市、20 万人の S 市では、親子教室、2 次相

談などの発達支援、通園施設があり、市の事業として行なわれている。さらに保健所の乳

幼児発達相談(2 次スクリーニング、療育相談)がバックアップしている。40 万都市の K市

でも,F 市、S市と同様の事業が行われている。スタッフが多く通園施設の規模も大きい。

今後の方向性としては村町の発達支援事業については、保健所の全面的な支援が必要であ

る。人口規模の、大きな市では、市は、1 次スクリーニングとしての乳幼児健診、境界児

の発達支援、通園施設、障害児保育を分担し、保健所は 2次スクリーニング、療育相談、

発達障害児の発達支援、サービス調整推進会議、情報の収集、研修、統括をおこなう。今

後も保健所は母子保健事業を続けていく必要がある。


